
北海道の雇用関連施策

離職者支援などの足下対策

経済部
労働政策局

北海道就業支援センター（ジョブカフェ北海道等）のカウンセリング体制の拡充やＷｅｂによる企業説明会の開催

離職者等のそれぞれの課題に応じた座学と職場研修の実施による研修先での就職支援

 「北海道短期おしごとサイト」によるマッチング機会の提供

多様な人材の活躍促進

働き方改革の推進

新型コロナウイルス感染症の長期化により厳しい雇用情勢が続く中、離職を余儀なくされた方々などへの早期の再
就職に向けたきめ細やかな支援とともに、雇用の維持・継続に向けた取組、さらには、雇用環境の急激な変動に対
して関係機関と連携して迅速に対応。

主な取組

女性や中高年齢者などの労働参加の促進に向けたキャリアカウンセリングの実施やマッチング機会を提供すること
などをはじめ、人手不足業種への労働移動の促進や、ＵＩターンの促進、外国人材の受入れなど人材の誘致、働く
方々に向けた知識・技能の習得・向上などを支援。

北海道就業支援センター（ジョブカフェ北海道等）による女性や高齢者などへの就業支援の実施

 「ジョブチャレ北海道」による離職者の転職支援及び人手不足企業への人材確保支援

ＵＩターン促進に向けた道外大学での説明会等の開催や外国人材の受入れに向けた支援

主な取組

労働時間や待遇などの改善をはじめ、テレワークなど多様で柔軟な働やすい環境の整備、家庭と仕事の両立などに
取り組む事業者等への支援を通じ、働き方改革を推進。

関係機関と連携した事業者の働き方改革の取組に対する相談対応や専門家派遣によるアドバイス支援

認定制度や知事表彰による事業者の自発的な働き方改革を促進

テレワークなど多様で柔軟な働きやすい職場環境の整備に向けた支援や機運醸成

主な取組



「ジョブカフェ北海道等」によるカウンセリングやＷｅｂ企業説明会の開催

ジョブカフェ北海道等の専門相談員を増員し、離職を余儀なくされた方などを対象に、きめ細かなカウンセリングによる本人の能力や適性に応じた就

職への誘導をはじめ、セミナーや職場体験などにより企業とのミスマッチや早期離職を防止するとともに、各振興局に設置している「地域雇用ネットワー

ク会議」を活用し、地域の人手不足企業の掘り起こしを行いながら、Webを活用した企業説明会を開催し、離職者と人手不足企業等とのマッチング

機会を提供します。

＜実績（令和2年度）＞

道南圏域
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釧路・根室圏域
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道北圏域■ ZOOMを利用して配信

■ リアルタイムで質疑応答を実施

■ Web環境が整っていない企業向けには、機材
の準備、配信環境、資料作成のアドバイス実施

■ 通信環境に不安がある求職者には、ジョブカ
フェ北海道内にパブリックビューイングを
設置

全道６地域で
それぞれ複数回の開催
（令和２年度・３年度とも）

Ｗｅｂ企業説明会

 ジョブカフェ北海道利用実績

→利用者:22,489人 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ数:8,201人 ｾﾐﾅｰ参加:8,273人

 ジョブサロン北海道利用実績

→利用者:5,939人 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ数:2,104人 ｾﾐﾅｰ参加:253人

 Ｗｅｂ企業説明会の開催

→６圏域で合計16回開催 参加企業数:252社 参加人数:784人



「短期おしごとサイト」によるマッチング機会の提供

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の継続や従業員の雇用の維持に苦慮している産業がある一方で、深刻な人手不足に直面している

産業もあることから、北海道では、「北海道短期おしごとサイト」を立ち上げ、人材を必要としている企業等の求人情報を提供し、一時帰休などの状

況にあって、短期的に働きたい希望を持つ方々や、アルバイト先がなくなり困っている学生の方などを繋げることにより、道内企業における生産維持や

事業継続をサポートします。

短期おしごと情報サイトの概要 求人情報一覧（ＨＰ）

＜実績＞
・令和2年5月からサイト開設

・令和3年12月1日現在で277名のマッチング



ジョブチャレ北海道（北海道異業種チャレンジ事業）による転職支援

新型コロナウイルス感染症の影響による離職者が、対象職種に正社員として就職した場合に、求職者と受け入れ企業双方に奨励金を支給することに

より、コロナ禍による離職者の早期就職を促進するとともに、対象職種の人材確保を支援します。

※「コロナ禍による離職者」とは、令和2年（2020年）2月28日以降に新型コロナウイルス感染症の影響により、解雇や収入の減少などによる自己都合のため、

離職した者をいいます。

ジョブチャレ北海道の事業概要

 性別 女性：29.6％ 男性：70.4％

 年齢

 転職先職種 支給要件
北海道内の事業所に、令和3年3月31日から令和3年11月30日までに、下記の対象業種の
業務に主に従事する正社員等として雇用され、雇用日から1ヶ月以内に予備審査依頼を提出
し、3ヶ月以上勤務した者。

 対象となる職種
農林漁業の職業、建設・採掘の職業、建築・土木・測量技術者、医療技術者
社会福祉の専門的職業、介護サービスの職業、保健医療サービスの職業、金属材料製造、
金属加工、金属溶接・溶断の職業、機械整備・修理の職業、自動車運転の職業、調理人、
警備員、水産加工工、建設機械運転工

 求職者への奨励金
コロナ禍により離職し、違う職種から対象職種へ就職した方を対象に30万円支給
求職者が転居を要した場合は、20万円を上限として、転居費用を実費支給

 企業への受入奨励金
上記の方を雇用した企業等に対し、雇用1名につき、30万円を支給（新卒は対象外）

事業実績について

※当該事業（R3.9末までに支給決定済みの方の情報）で異業種へ
の転職に成功した方の情報
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